
特記仕様書

第１条（現場責任者）

１．受注者は、公共施設維持管理業務（除草・剪定等）委託（請負型）契約書第６条第1項に

基づき、「現場責任者届」をこの契約を締結した日の翌日から起算して１０日以内（徳島県

の休日を定める条例（平成元年徳島県条例第３号）第１条第１項各号に掲げる日を除く。）

（１０日以内に現場作業を開始する場合は、作業開始の前日まで）に監督員へ提出し、確認

を受けなければならない。

なお、この「現場責任者届」の提出後、その内容を変更しようとする場合は、監督員と協

議しなければならない。また、監督員との協議により変更が認められたときは、変更日から

１０日以内に監督員に変更した「現場責任者届」を提出し、確認を受けなければならない。

２．受注者は、前項の「現場責任者届」に次のものを添付しなければならない。

（1） 現場責任者と受注者との直接的な雇用関係が確認できるもの（健康保険証の写し等）

＜直接的な雇用関係＞

現場責任者と所属建設業者との間に雇用に関する一定の権利義務関係が存在することであ

り、在籍出向者や派遣社員は含まない。

（2） 資格が、建設業法第７条第２号ハ及び第１５条第２号イ、ハに該当するものは技術者取

得資格証明書の写しを、建設業法第７条第２号イ、ロ及び第１５条第２号ロに該当するも

のは実務経験証明書を添付すること。

第２条（土木工事共通仕様書の適用）

１． 本業務は、「徳島県土木工事共通仕様書 令和６年７月」に基づき実施しなければならな

い。なお、「徳島県土木工事共通仕様書」に定めのないもので、機械工事の施工にあっては

「機械工事共通仕様書（案）」（国土交通省大臣官房技術調査課施工企画室）、電気通信設

備工事にあっては「電気通信設備工事共通仕様書」（国土交通省大臣官房技術調査課電気通

信室）に基づき実施しなければならない。

２．ただし、共通仕様書の各章における「適用すべき諸基準」で示された示方書、指針、便覧

等は改定された最新のものとする。なお、業務途中で改定された場合はこの限りでない。

第３条（土木工事共通仕様書に対する変更仕様事項）

１．「徳島県土木工事共通仕様書 令和６年７月」に対する特記事項は、次のとおりとする。

（建設副産物実態調査）

受注者は、令和６年度中に完成し、かつ請負代金額100万円以上の工事については、第４

項及び第５項の規定に関わらずＣＯＢＲＩＳにより、再生資源利用実施書及び再生資源利用

促進実施書を作成し、監督員に提出しなければならない。

第４条（１日未満で完了する作業の積算）

１．「１日未満で完了する作業の積算」（以下「１日未満積算基準」と言う。）は、変更積算

のみに適用する。

２．受注者は、徳島県土木工事標準積算基準書Ⅰ-12-①-1～Ⅰ-12-①-6に記載の施工パッケー

ジ型積算基準と乖離があった場合に、１日未満積算基準の適用について協議の発議を行うこ

とができる。

３．同一作業員の作業が他工種・細別の作業と組合せで１日作業となる場合には、１日未満積

算基準は適用しないものとする。

４．受注者は、協議にあたって、１日未満積算基準に該当することを示す書面その他協議に必

要となる根拠資料（日報、実際の費用がわかる資料等）を監督員に提出すること。実際の費

用がわかる資料（見積書、契約書、請求書等）により、施工パッケージ型積算基準との乖離



が確認できない場合には、１日未満積算基準は適用しないものとする。

５．通年維持工事、災害復旧工事等で人工精算する場合、「時間的制約を受ける公共土木工事

の積算」を適用して積算する場合等、１日未満積算基準以外の方法によることが適当と判断

される場合には、１日未満積算基準を適用しないものとする。

第６条（交通誘導警備員等）

１．本業務においては、交通整理の必要日数として、３日（夜間勤務）を見込んでいる。配置

人員として、交通誘導警備員Ａ（夜間勤務）を合計３名（交替要員〔無し〕）、交通誘導警

備員Ｂ（夜間勤務）を合計１５名（交替要員〔無し〕）見込んでいるが、警察等との協議に

より変更が生じた場合は別途協議するものとする。

交通誘導警備員Ａとは、警備業法（昭和47年法律第117号）第４条による認定を受けた警備

業者の警備員で、交通誘導警備業務（警備員等の検定等に関する規則第１条第４号に規定す

る交通誘導警備業務をいう。）に従事する交通誘導警備業務に係る一級検定合格警備員又は

二級検定合格警備員をいう。

交通誘導警備員Ｂとは、警備業法第４条による認定を受けた警備業者の警備員で、交通誘

導警備員Ａ以外の交通の誘導に従事するものをいう。

２．本業務は、交通誘導警備員（以下「警備員」という。）の確保に関する間接費の実績変更

の対象業務であり、「共通仮設費（率分）のうち営繕費」及び「現場管理費のうち労務管理

費」の下記に示す費用（以下「実績変更対象間接費」という。）については、契約締結後、

警備員確保に要する方策に変更が生じ、土木工事標準積算基準又は港湾積算基準（以下「積

算基準」という。）に基づく金額相当では適正な業務の実施が困難になった場合は、実績変

更対象間接費の支出実績を踏まえて変更契約を行うことができるものとする。

営 繕 費：警備員送迎費、宿泊費、借上費

労務管理費：募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、通勤等に要する費用

３．本業務の予定価格の算出の基礎とした設計額においては、積算基準に基づき算出した額に

おける実績変更対象間接費の割合は、次のとおりである。

１）共通仮設費（率分）に占める実績変更対象間接費（労働者送迎費、宿泊費、借上費）の

割合：１４．９３％

２）現場管理費に占める実績変更対象間接費（募集及び解散に要する費用、賃金以外の食事、

通勤等に要する費用）の割合：１．１８％

４．受注者は、実績変更対象間接費の支出実績を踏まえ、設計変更を希望する場合は、実績変

更対象間接費に係る費用の内訳を記載した「交通誘導警備員の確保に係る実績報告書」及び

実績報告書に記載した内容の内訳書を提出し、設計変更の内容について協議を行うこと。

なお、監督員から請求があった場合は、実績が確認できる資料（領収書の写し等）を提示する

こと。

５．受注者の責めによる工程の遅れ等、受注者の責めに帰すべき事由による増加費用について

は、設計変更の対象としない。

６．発注者は、最終精算変更時点に実績変更対象間接費の支出実績を踏まえ、設計変更する場

合、受注者から提出された「交通誘導警備員の確保に係る実績報告書」で確認した費用から、

積算基準に基づき算出した額における実績変更対象間接費を差し引いた費用を、共通仮設費

（営繕費）に加算して算出する。

なお、加算額については、間接費の率計算の対象外とする。

７．受注者から提出された資料に虚偽の申告があった場合については、法的措置及び入札参加

資格制限等の措置を行う場合がある。

８．受注者は、実績変更対象間接費にかかる設計変更について疑義が生じた場合は、監督員と

協議するものとする。

第７条（安全教育等）



１．受注者は、業務着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、次

の各号から実施する内容を選択し、作業月において安全に関する研修・訓練等を実施しなけ

ればならない。

(1) 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育

(2) 本業務内容等の周知徹底

(3) 業務安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底

(4) 当該業務における災害対策訓練

(5) 当該業務現場で予想される事故対策

(6) その他、安全・訓練等として必要な事項

２．受注者は、安全教育、安全訓練等の実施状況について、「安全訓練等実施報告書」により、

監督員に提出しなければならない。

第８条（施工管理等）

１．作業状況写真は、同一箇所で施工前・施工状況・施工後を対比させて添付すること。

第９条（事故報告書）

１．受注者は、業務の履行中に事故が発生した場合には、被害者の救助を優先するとともに、

二次災害を防止するための必要な措置を講じ、監督員及び関係機関に直ちに通報し、監督員

が指示する様式（事故報告書）で指示する期日までに、提出しなければならない。

第１０条（委託の検査）

１．受注者は、業務を完了したときは、業務完了報告書に業務の内容に応じて次の関係書 類

を添えて発注者に提出するものとする。

なお、業務の完了を監督員が確認するまで、業務完了報告書を提出することができない。

(1)工程表

(2)出来高数量表

(3)出来高数量内訳及び数量根拠資料（図面，数量計算書等）

(4)交通誘導警備員勤務実績報告書及び警備報告書(写）

(5)各種申請書・許可証，契約書（写）

(6)打合せ簿

(7)作業記録

(8)記録写真

(9)安全訓練等の記録

(10)その他監督員が必要と認めた書類


